（別紙１）
　事　業　計　画　書

１　申請者の概要　（申請者個人に関する事項）
	[bookmark: _Hlk207734547](1)　申請者の氏名（フリガナ）

	

	(2)　申請者住所（住所変更の予定がある場合は予定地を括弧書きで記載）

	〒

	(3)　連絡先（E-mail：添付ファイルを受け取れるものに限る）

	　　TEL：　　　　　　　
　E-mail：

	(4)　本事業での事業承継・第二創業直前の職業（いずれかに○）

	・会社役員・個人事業主・会社員・専業主婦/主夫・アルバイト・その他（　　）

	(5)　本事業以外の事業経営状況（いずれかに○）

	・本事業以外に経営したことがない
・本事業以外にも経営したことがあり、現在もその事業を続けている
　（事業形態）　　　　　　　　　／（事業内容）
・事業を経営していたが、既にその事業をやめている・代表、役員を退いている（辞めた時期）　　年　月
（事業形態）　　　　　　　　　／（事業内容）

	(6)　（事業承継の場合）被承継者の名称、代表者名、承継者と被承継者の関係

	

	(7)　申請者の経歴（職歴・業歴）

	

	(8)　本事業以外の収入等の有無（いずれかに○）

	有　　　　　・　　　　　無

	　有の場合、該当項目に〇をし、内容及び収入額等を記載してください

	・自営（内容：　　　　　　収入見込額：　　　　　　）
・就労（内容：　　　　　　収入見込額：　　　　　　）
・生計同一人の収入
・その他（　　　　　　）




２　事業承継・第二創業の概要　（事業を実施する主体に関する事項）
	(1)　法人名称又は屋号※予定の場合は「（予定）」と記載

	　　

	[bookmark: _Hlk207736918](2)　実施形態（いずれかに〇　予定含む）

	　　個人事業・株式会社・合同会社・一般社団法人・特定非営利活動法人・
その他（　　　　　　）

	[bookmark: _Hlk207736668](3)　法人の所在地又は開業の住所（予定含む）

	〒

	(4)　事業承継日又は第二創業日（予定日） 

	令和　　年　　月　　日

	(5)　役員等（代表者と役員等全員）

	

	(6)　フランチャイズ制度の活用の有無（いずれかに○）

	有　　　　　・　　　　　無

	※有の場合、フランチャイズ制度にない独自の取組みを記載してください

	




３　事業概要と実施の背景
	(1)　事業テーマ（30文字以内）

	

	(2)　事業概要（200字以内）

	※事業の全体像（実現したい社会の姿を含む）を記載してくだざい

	


	(3)　実施の背景（社会性）

	1 当事業が資する社会事業分野（該当項目に〇）※複数選択可

	地域活性化関連　過疎地域活性化関連　買物弱者支援　地域交通支援
社会教育関連　子育て支援　環境エネルギー関連　社会福祉関連
困難を有する若者への教育・就労支援　その他（　　　　　　　）

	2 [bookmark: _Hlk214884005]事業実施地域（例：〇〇市△△町、□□村）

	

	3 本事業を行う動機

	

	4 解決しようとする地域課題の具体的な内容

	※課題に対する需要の把握方法とその結果も記載（資料・グラフ等も活用）

	



４ ビジネスの内容とロジックモデル
	(1)地域課題解決への具体的な取組【アクティビティ】（必要性）

	ビジネスモデル（事業内容）の記載

	① 本事業の対象顧客またはメインターゲット（誰に）

	


	② 本事業で提供する製品・サービスの内容（何を）

	


	③ 製品・サービスの販売（提供）方法、広告・集客方法（どのように）

	


	④ 本事業のセールスポイント

	※地域課題の解決に繋がる自社（自身）の強みを記載してください

	


	(2)この事業により達成される成果【アウトプット】（必要性）

	※売上以外で直接の成果を記載してください　

	


	(3)本事業を続けることで波及する効果【アウトカム】（必要性）

	※地域課題の改善にもたらす効果を記載してください　

	




５　事業実施体制、スケジュール及び資金計画
	(1)事業の実施に必要な資源【インプット】（遂行能力）

	① 事業実施体制

	※事業を行う社内人員や社外の協力者について役割等の体制を記載してください

	




	② 本事業の実施に必要な許認可・免許等（モノ・技術）

	※不要の場合は不要と記載してください

	
	許認可・免許等の名称
	取得（見込）日
	番号

	
	
	

	
	
	




	③ 事業で活用する未来技術（該当項目に〇）※複数選択可

	・ＡＩ（人工知能）・ＩｏＴ・５Ｇ・クラウドコンピューティング・ビッグデータ
・自動運転・ロボット・ドローン・ＶＲ／ＡＲ・キャッシュレス・ブロックチェーン
・戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）の研究開発成果を活用する技術
・その他（　　　　　　　）

	※選択した未来技術の活用方法を記載してください

	




	④ ③の未来技術以外で活用するデジタル技術（該当項目に〇）※複数選択可

	　・キャッシュレス決済　・WEB予約システム　・ECサイト　・ＳＮＳ
　・WEBサイトでの情報発信・　Wifi環境整備　・その他（　　　　　　）

	※選択した技術が生産性向上・機会損失解消及び顧客の利便性向上につながる理由を記載してください

	






	(2)　補助対象期間事業スケジュール（事業性）

	※具体的な実施スケジュールを記載してください　例）内装工事、グランドオープン

		
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	支援金採択
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	補助事業開始
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業承継・
第二創業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	補助事業終了
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	完了検査
	
	
	
	
	
	
	
	
	




	（3）必要な資金と調達方法（当年度3月までの分）（事業性）

	① 資金計画（単位：千円）
	必要な資金
	金額
	調達の方法
	金額

	
設
備
資
金
	改装費、機械設備等
	
	自己資金
	

	
	（内訳）

	
	
	

	
	
	
	親族・知人等からの借入
（借入先：　　　　）
	

	
	
	
	金融機関からの借り入れ
（借入先：　　　　）
	

	


運
転
資
金
	商品仕入、人件費、賃料等
	
	
	

	
	（内訳）
	
	
	

	
	
	
	ソーシャル・ビジネス創業支援金以外の補助金・助成金
（補助金名：　　　　）
	

	
	
	
	その他（　　　　　　）
	

	
	
	
	ソーシャル・ビジネス創業支援金申請額
	

	合計
	
	合計
	


※ソーシャル・ビジネス創業支援金申請額は交付申請額と一致すること
※必要な資金と調達の方法の合計金額は一致します。
② 借入金・調達状況（予定含む）
※借入を行う場合には現在の調達状況（予定含む）を記載してください
	借入先
	借入額（千円）
	状況

	
	
	

	
	
	



③ 本支援金以外の補助金・助成金等の申請状況
	補助金等の名称
	

	申請状況
	

	補助実施主体
	

	補助対象経費の項目
	

	補助額
	　　　　　　　　　　千円


※補助金等の種類や事業内容に関わらず、活用を予定（検討）している補助金・助成金等についてすべて記載してください。


	(4)　補助対象期間後の事業計画（事業性）

	1 ５年後までの売上計画・事業計画（会計年度）　　　　（単位：千円）

	[bookmark: _MON_1741099713]※新規事業部分の計画を記載してください
	
	当年度
	１年後
	２年後
	３年後
	４年後
	５年後

	期間
	
	
	
	
	
	

	売上高①
	
	
	
	
	
	

	売上原価②
（仕入高）
	
	
	
	
	
	

	経費
	人件費
	
	
	
	
	
	

	
	家賃
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	合計③
	
	
	
	
	
	

	利益
①－②－③
	
	
	
	
	
	

	従業員数
	
	
	
	
	
	

	主な事業内容
	
	
	
	
	
	


　※寄付金、補助金は売上に算入しないこと。
　※個人事業主の場合、人件費に事業主分は含めない。
　※「主な事業内容」：事業の大きな変化（オープン、2号店出店等）を記載。

	2 売上高の積算根拠

	※積算根拠となるニーズは地域課題(3-(3)-④)と整合性が取れるよう記載

	



	③ 売上原価の積算根拠

	



	④ 経費の積算根拠

	（人件費）

（家賃）

（その他）




６　専門家による伴走支援
	伴走支援の有無
	　　有　・　無

	支援機関名
	

	支援者名
	

	支援期間
	　　年　　月　～　年　　月

	支援内容
	


　※当事業伴走支援員、信州スタートアップステーション（ＳＳＳ）、長野県内の商工会議所・商工会の経営指導員による伴走支援を推奨しています。

（注1） フォントはMS明朝、フォントサイズは11ptとすること
（注2） 別紙１事業計画書は12ページ以内とすること
（注3） 別添の通り等の記載方法やホームページURLの貼り付け等の記載は行わないこと
（注４） 変更事業計画書の場合は、変更前の計画を上段に括弧書きし、変更後の計画を下段に記載

